
子ども未来局　平成２５年度　局運営方針（案）
１．主な現状と課題

急速な少子化の進展と先行き不透明な社会経済状況の中、本市は「子ども・青少
年希望プラン」のもとで次世代の育成支援を推進し、平成２２年の合計特殊出生率
１．３８と、前年比０．１４ポイントの上昇を得ましたが、まだなお現状の人口を
維持するに足る２．０７には遠く及んでいません。平成２５年度は同プラン（後期
５年計画）の４年目となる要の年であり、目標の達成に向けて、さらに着実・果敢
な子育て支援事業の推進を図る必要があります。
特に、市民・事業者・行政が一体となって宣言した「さいたまキッズなCity大会

宣言」を基点として、市民の活力を増進し、市民との協働を進めながら、社会によ
る子育てを推進していく必要があります。さらに、保育所等の待機児童解消対策、
青少年の居場所事業等をはじめ、市民個々のニーズにきめ細やかに対応するととも
に、出産、子育てに係る安心感を醸成していくことが肝要です。また、子ども・青
少年の社会参画の推進と幼児教育の充実、障害児への支援の充実等を図り、すべて
の子ども・青少年の健やかな育成を図る必要があります。

（１）子ども・青少年・家庭を取り巻く状況は、核家族が多く、子ども・青
少年・家庭と地域のつながりが希薄化していることから依然として厳し
く、家庭の孤立、出産・育児ストレスの増加、家庭の教育力の低下、児
童虐待（相談件数）の増加等、様々な課題が生じています。
これらの課題を解消

するため、「さいたま
キッズなCity大会宣言」
の啓発を進め、社会に
よる支えあいの枠組作
りを推進し、きめ細や
かな支援を図ることが
求められています。
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【別紙１】

（２）本市は｢待機児童ゼロプロジェクト｣を重点的に推進し、放課後児童クラブ、
保育所等の定員増加を図り、待機児童数を減少させることができました。
しかしながら、昨今の厳しい経済・雇用情勢による生活困窮に伴う共働き家

庭の増加により、要保育児童数は一貫して増加を続けており、待機児童の解消
は、依然として、喫緊かつ重要な課題となっています。

また、多様化した就業形態への対応等も望まれていることから、今後も、民
間活力を活用し、きめ細やかな支援を図ることが必要です。
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【保育所、ナーサリールーム・家庭保育室の定員数と待機児童数の推移】
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ある。

【放課後児童クラブの施設数と待機児童数の推移】
（各年4月1日現在）
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【別紙１】

【若年無業者数の推移】

（３）厳しい雇用情勢が続く中、青少年の経済的困窮が心配されるとともに、そ
のコミュニケーション能力や社会体験等の不足による自立の遅れも指摘され
ています。
そのため、青少年が同世代・異世代とふれあい、自主的活動ができる居場

所と、青少年の社会参画と就労を推進する社会による支援の仕組をつくるこ
とが必要です。

（４）国は、子ども・子育て支援、保育・教育を総合的に進める新しい仕組みと
して、平成２４年８月、いわゆる子ども・子育て関連３法を公布しました。
（平成２７年４月施行予定）
その主な内容は、認定こども園への拡充、保育所・幼稚園を通じた共通の

給付及び小規模保育等への給付の創設等を行うことで、質の高い幼児期の保

育・学校教育の総合的な提供、保育の量的拡大・確保、地域の子ども・子育
て支援の充実を目指すものとなっています。

同法は、国が今後定める基本指針における基本的事項や参酌基準等を踏ま
え、市内における新制度の給付、事業の需要見込み量及びその提供体制の確

保の内容、並びにその実施時期等を盛り込んだ、「市町村子ども・子育て支
援事業計画」の策定を義務付けており、今後、この計画策定のため、潜在

ニーズを含めた地域の子ども・子育てにかかるニーズを把握していく必要が
あります。

また、近年、ライフスタイルの多様化や就業形態の変化、少子高齢化など
の急激な社会変化により、子どもを取り巻く生活環境も大きく変化していま

す。
このような中、家庭での子育て支援のさらなる充実、幼稚園・保育所等に

よる幼児教育の一層の充実、小学校教育への円滑な接続と連携等、就学前の
子ども一人ひとりの育ちを支援する施策の推進が急務となっています。
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【別紙１】

※参考資料「【資料１】子ども・子育て関連３法について」抜粋

※参考資料「幼児教育あり方検討会議　アンケート調査　平成２４年３月報告書」から抜粋

また、有識者からなる｢さいたま市幼児教育のあり方検討会議｣から、平成２４年
９月、｢本市の幼児教育のあり方｣について提言がありました。
今後は、家庭や地域社会及び幼稚園・保育所等と連携しながら、より良い育児が

できる環境づくり、保育の質の向上、幼児教育の推進等において、この提言を踏ま
えていきます。
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無回答 調査⑨幼稚園保護者　（n=565）

調査⑩保育所等保護者（n=566）

【幼稚園・保育所等保護者のニーズ】
（Ｑ．小学校就学に向けた不安を解消するために、幼稚園・保育所に行って欲しいこと）

【子どもや子育て家庭の状況に応じた子ども・子育て支援の提供(イメージ)】
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２．基本方針・施策体系別主要事業

（１）子ども・青少年が育つすべての家庭への支援策の充実を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

1 拡 (仮称)さいたま市子ど 89,839 1,322 子ども・家庭をとりまく課題に総合的に取り

総 も総合センター整備事 (89,839) (1,322) 組み、子ども・家庭、地域の子育て機能を総

子 業 合的に支援する、さいたま市らしさを生かし

〔子育て企画課〕 た中核施設、(仮称)さいたま市子ども総合セ

ンターの基本設計等を実施

2 拡 母子家庭高等技能訓練 94,592 130,451 平成25年度から修学を開始した対象者に、高

総 促進費等支給事業 (50,724) (32,613) 等技能訓練促進費相当額を市単独事業の生活

子 〔子育て支援課〕 支援給付金として支給

3 拡 子育て支援センター(単 152,538 154,820 1か所で開所日を週6日に拡大するとともに、

総 独型)事業 (81,286) (82,575) 子育て支援拠点未整備地域2か所で定期的に出

子 〔子育て支援課〕 張ひろばを開催

4 拡 幼稚園就園奨励事業 2,321,454 2,330,399 子どもを幼稚園に就園させる保護者の経済的

子 〔幼児政策課〕 (1,848,896) (1,969,399) 負担を軽減するための助成

5 総 発達障害児支援事業 14,102 13,978 発達障害児に対する効果的な支援体制及び支

子 〔総務課(ひまわり)〕 (0) (0) 援方法を確立するため、診断、検査、発達支

援等を実施し、広く関係者や関係機関へ普及

6 新 児童発達支援センター 6,487 0 児童発達支援センターにおいて、必要事業と

子 相談支援事業 (0) (0) される障害児相談支援を行い、関係機関と連

〔総務課(ひまわり)〕 携を図りながら、身近な地域における障害児

〔療育センターさくら やその家族への支援

草〕

　「さいたまキッズなCity大会宣言」のもと、すべての子ども・青少年、子育て家庭を社会全
体で支援する体制づくりを進め、すべての子ども・青少年が、その個性を尊重され健やかに育
ち自立し、社会で輝いて生きられよう、子ども・青少年の幸せと命の尊さを第一に考える地域
社会の実現を目指し、各施策を一体的に推進します。

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（２）働きながら子育てをしている家庭を支援する環境整備を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

7 拡 放課後児童健全育成事 1,705,681 1,641,367 民設クラブの安定的な運営を支援し、保護者

総 業 (1,224,556) (1,264,101) 負担を軽減することにより、入所児童数を拡

子 〔青少年育成課〕 大

8 拡 放課後児童健全育成施 66,885 322,089 民設クラブの開設を促進し、保育環境を整備

総 設整備事業 (33,586) (118,323) することにより、受入れ規模を拡大

子 〔青少年育成課〕

9 拡 保育所の新設整備事業 1,334,131 1,554,045 保育所待機児童の解消を図るため、保育需要

総 〔幼児政策課〕 (99,287) (120,912) の高い地域に認可保育所を整備

子

10 拡 民間保育所等運営事業 8,954,255 8,192,524 整備された認可保育所に対して、運営経費等

子 〔保育課〕 (4,590,163) (4,189,464) を支給

11 拡 ナーサリールーム・家 2,276,174 2,181,110 整備されたナーサリールーム・家庭保育室に

総 庭保育室事業 (2,276,054) (2,180,990) 対して、運営経費等を支給

子 〔保育課〕

12 拡 公立保育所完全給食実 24,750 40,577 現在実施している公立保育所の給食におい

総 施事業 (750) (40,577) て、3歳児クラス以上の児童に主食を提供

子 〔保育課〕

13 新 のびのびプラザ大宮管 91,547 0 大宮駅西口第四土地区画整理事業地内の公共

子 理運営調整事業 (67,884) (0) 用地に整備した保育・子育てを中心とした複

〔保育課〕 合施設のびのびプラザ大宮の管理業務を実施

（３）子ども・青少年の社会参画や青少年の就労に向けた社会による支援を進める仕組みづくり

　　を目指します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

14 拡 子どもの社会参画推進 8,000 5,000 子どもの自己肯定感を育て、まちづくりへの

総 事業 (8,000) (5,000) 参画意識を醸成する子どもがつくるまち事業

子 〔子育て企画課〕 を拡大して実施

15 新 青少年の居場所事業 23,700 0 困難を抱える青少年を対象とした(仮称)青少

子 〔青少年育成課〕 (23,700) (0) 年ルームを整備

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（４）質の高い幼児期の保育・学校教育の総合的な提供、地域の子ども・子育て支援の充実等を

　　目指します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

16 新 市町村子ども・子育て 5,913 0 子ども・子育て関連3法の成立に伴い、国が示

子 支援事業計画策定事業 (5,913) (0) す基本指針に則して、子ども・子育て支援事

〔子育て企画課〕 業計画を策定するに当たり、ニーズ調査を実

施

17 新 幼児教育のあり方検討 1,091 0 ｢さいたま市教育総合ビジョン｣の実現を目指

子 会議からの提言を踏ま (1,091) (0) した｢幼児教育のあり方検討会議｣より提言さ

えた事業 れた実施可能な事業の展開

〔幼児政策課〕

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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３．行財政改革への取組

(１)　「さいたま子ども・青少年希望プラン」の進行管理

　　①　子ども・青少年希望プランの進行管理を推進することにより、子ども未来局を中心に、

　　　子ども・青少年施策について、あるべき姿（目標）に向かい、引き続き日常業務の中で

　　　常に見直しを行う姿勢を浸透させます。〔子育て企画課〕

(２)　さいたま市提案型公共サービス公民連携制度を活用した事業運営方法の見直し

　　①　さいたま市提案型公共サービス公民連携制度により提出された提案をもとに、ファミ

　　　リー・サポート・センター事業と子育て緊急サポート事業の運営方法を見直し、利用者

　　　の利便性向上を図ります（平成26年度実施予定）。〔子育て支援課〕

　　②　子育て応援ブック事業について、制作費を広告収入で賄うことで、市の負担を大幅に

　　　削減します（平成26年度実施予定）。〔子育て支援課〕

(３)　公共施設マネジメントの推進

　　①　公共施設マネジメントの考え方を踏まえ、余裕教室や公共施設等を活用した放課後児

　　　童クラブの整備を推進します。〔青少年育成課〕

(４)　用務業務等の委託によるコスト削減と業務効率化

　　①　公立保育園の用務業務の委託をすすめ、効果的、効率的な管理運営を図ります。

　　　〔保育課〕

　　②　公立保育園の給食調理業務委託をすすめ、効果的、効率的な管理運営を図ります。

　　　〔保育課〕

(５)　既存事業の見直しによるコスト削減の取組

千円

　　①　母子寡婦福祉資金貸付業務システムの再構築により、システム運用保守委託料及びシ

　　　ステム賃貸借料を削減するなど、特別会計への繰出金の見直しを行いました。

　　　〔子育て支援課〕（3,319千円）

　　②　ディスカバリー事業の廃止及び子ども自然体験村事業について、参加者募集の仕方や

　　　事業内容の見直しを図り、バスの使用料等の経費を削減しました。

　　　〔青少年育成課〕（770千円）

　　③　職員の専門性の向上の研修について、スクラップ＆ビルドを図り、新たな研修を取り

　　　入れるよう工夫しました。また、児童精神科医師や警察官の配置により、内部研修の充

　　　実を図り削減に努めました。〔児童相談所〕（160千円）

　　④　幼稚園助成金システムの運用技術支援費用について、変更項目内容や件数などを精査、

　　　見直しにより、委託料の削減を図りました。〔幼児政策課〕（641千円）

　　⑤　児童発達支援センターの給食調理業務について、障害児総合療育施設と療育センター

　　　さくら草で個別に契約していますが、類似した業務のため、契約を統合することにより、

　　　コストの削減を図りました。〔総務課（ひまわり）〕（1,134千円）

11,436既存事業の見直しによるコスト削減額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

107 3款 1項 4目 -

＜主な事業＞

１　成人式 ３　青少年健全育成巡回活動 726

　成人となった青年の新しい人生の門出を市民こぞって 　青少年の非行防止、安全確保及び地域環境浄化を図る

祝福し、成人としての自覚を促すとともに将来の幸せを ため、地域巡回活動を実施する。

願うために、成人式を実施する。

４　青少年の居場所事業

２　青少年フォーラム・青少年の主張大会 　困難を抱える子ども・若者の自立を目的とし、学習支

　市内の小・中・高校生が家庭・友達・環境等、日頃考 援、コミュニケーション能力向上等のため、(仮称)青少

えていることを作文にまとめて発表する青少年の主張大 年ルームを設置する。

会を開催する。また、同じく市内の青少年による話し合

い活動の場を提供するため、青少年フォーラムを開催す

る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

107 3款 1項 4目 15款

22款

-

＜主な事業＞

１　グリーンライフ猿花キャンプ場管理運営

　身近な自然の中での集団宿泊及び野外レクリエーショ

ンを通じて、青少年の健全育成に資することを目的に開

設する。

　・所在地　見沼区大字南中野975番地2

　・開設期間　4月1日～11月30日

２　青少年活動センター管理運営 527

　東宮下小学校の空き教室を、青少年の健全育成を目指

す団体等の活動の場として提供することを目的に開設す

る。

　・所在地　見沼区大字東宮下215番地1

9,777

3

　青少年の健全育成及び青少年関係団体活動の充実を図るため、団体活動拠点の
管理・運営を行います。

増減

一般財源

2,017 

8,287前年度予算額

＜事業の目的・内容＞ 諸収入

予算書Ｐ. 民生費 社会福祉費 青少年費 使用料及び手数料

＜事業の目的・内容＞

青少年費

事務事業名

事務事業名

局/部/課

予算書Ｐ. 民生費

青少年活動施設運営事業

27,072

1,212

局/部/課

増減

　青少年の健全育成・非行防止を目的として、青少年向けの講座や催し等を実施
し、青少年活動の振興を図ります。また、非行のない社会環境を創るため、地域
の関係団体などと連携し、意識啓発活動を実施します。

前年度予算額

予算額 10,304

子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課

23,700

予算額

一般財源

青少年事業

子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課

社会福祉費

10,300

1

56,597

22,094 

34,503

56,597
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

107 3款 1項 4目 -

＜主な事業＞

１　青少年関係団体への支援

　青少年関係団体の育成とその活動を支援する。

　・青少年関係団体

　(1)　青少年育成さいたま市民会議

　(2)　さいたま市子ども会育成連絡協議会

　(3)　さいたま市青少年相談員協議会

　(4)　さいたま市ボーイスカウト協議会

　(5)　さいたま市ガールスカウト連絡協議会

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 4項 1目 -

＜主な事業＞

１　児童福祉専門分科会の開催 951

　社会福祉審議会児童福祉専門分科会を開催し、｢さい

たま子ども・青少年希望プラン｣の進行管理等を行う。

２　児童虐待検証専門分科会の開催 360

　社会福祉審議会児童虐待検証専門分科会を開催し、重

篤な児童虐待事例の検証を行う。

３　市町村子ども・子育て支援事業計画の策定

　市町村子ども・子育て支援事業計画策定のための調査

・審議を行う。

5,913

前年度予算額 4,008

増減 6,920 

＜事業の目的・内容＞

　児童福祉業務全般の効率的な運営を図り、適切な執行管理を行うとともに、児
童福祉専門分科会で｢さいたま子ども・青少年希望プラン｣の進行管理を行いま
す。
　また、平成24年8月に公布された子ども・子育て支援法の規定に基づき、市町村
子ども・子育て支援事業計画策定のための調査・審議を行います。

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て企画課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 一般財源 10,928

1,980 

23,171

事務事業名 児童福祉執行管理事業（子育て企画課） 予算額 10,928

　青少年活動の指導者やリーダーの養成を図り、地域の青少年健全育成活動を活
性化させるため、青少年の健全育成に関わる団体を支援します。

前年度予算額 21,191

増減

一般財源 23,171

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 社会福祉費 青少年費

23,171

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課

事務事業名 青少年関係団体指導育成事業 予算額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 4項 1目 -

＜主な事業＞

１　児童系業務システムの管理

　児童手当や児童扶養手当業務に係るシステム機器のリ

ースと各システムの運用保守を行う。

２　児童養護審査部会の開催 312

　児童養護審査部会委員による審査部会を開催し、里親

の認定等を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 4項 1目 -

＜主な事業＞

１　課内庶務に関する事務 224

　課内庶務事務を円滑に行う。

前年度予算額 135

増減 89 

＜事業の目的・内容＞

　児童福祉業務全般の効率的な運営を図り、適切な執行管理を図ります。

局/部/課 子ども未来局/保育部/幼児政策課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 一般財源 224

△ 18,570 

54,239

事務事業名 児童福祉執行管理事業（幼児政策課） 予算額 224

　児童系業務システムの運用や児童養護審査部会の開催など、さいたま市の児童
福祉行政全般に係る管理運営を行います。

前年度予算額 73,317

増減

一般財源 54,747

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

54,747

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

事務事業名 児童福祉執行管理事業（子育て支援課） 予算額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 4項 1目 -

＜主な事業＞

１　保育料等に関する事務

　保育料の賦課徴収業務等を円滑に行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 1目 16款

22款

-

＜主な事業＞

１　児童相談所運営事業

　(1)　児童を措置するために係る経費や、職員の専門

　　 性の向上を図る。

　(2)　児童相談所情報システム、コピー機や公用車等

　　 の維持管理を行う。

△ 6,085 

　児童相談所は、児童に関する様々な問題について、相談に応じ、児童が抱える
問題あるいは真のニーズ、置かれた環境等を的確に捉え、個々の児童や家庭に効
果的な支援を行うことによって、児童の福祉の向上を図るとともにその権利を保
護します。

一般財源 16,893

前年度予算額 23,069

増減

国庫支出金 31

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 60

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

16,984

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/児童相談所

11,135

事務事業名 児童相談所運営事業 予算額

前年度予算額 12,256

増減 △ 1,121 

＜事業の目的・内容＞

　保育料の賦課徴収業務等を円滑に行います。

局/部/課 子ども未来局/保育部/保育課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 一般財源 11,135

事務事業名 児童福祉執行管理事業（保育課） 予算額 11,135
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 1目 16款

22款

-

＜主な事業＞

１　児童虐待防止対策事業 　(5)　一時保護所処遇促進事業

　(1)　未成年後見人支援事業 　　 一時保護所に専門員(心理司)を配置し、児童の行

　　 児童の後見人に対して報酬等の支援を行う。 　 動観察等を行う。

　(2)　カウンセリング強化事業 　(6)　協力体制整備事業

　　 児童虐待の恐れがある保護者の支援を行う。 　　 児童相談所と地域の主任児童委員との連携、協力

　(3)　法的対応機能強化事業 　 体制を構築する。

　　 複雑困難な法的対応が求められる場合、弁護士の 　(7)　ふれあい心の友訪問援助事業 899

　 法律相談や審判の依頼を行う。 　　 情緒不安、ひきこもり、不登校の児童を社会性向

　(4)　スーパーバイズ・権利擁護機能強化事業 　 上等のために支援を行う。

　　 　(8)　24時間365日体制強化事業

　　 職員の専門性を強化する。 　　 24時間電話相談員を配置し、夜間・休日を問わず

　 虐待の通告に応じる。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 1目 16款

22款

-

＜主な事業＞

１　里親制度普及促進事業

　里親及び里親希望者に対して研修の実施、委託里親の

支援、里親応援の集いの開催、里親手当の支給及びさい

たま市里親会に対する運営費用等の補助を行う。

２　里親委託推進事業

　里親委託を推進するために、委託里親の選定・調整、

里親や関係機関との連携・調整、児童の養育に関する里

親への支援を総合的に行う。

3,785

2,476

前年度予算額 6,534

増減 △ 273 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 13

　里親制度は、保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当と認めら
れる児童の養育を里親に委託する制度です。この制度の委託推進と、里親及び里
親になることを希望する者に対する研修の実施、養育里親及びさいたま市里親会
への補助を行います。

一般財源 4,415

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/児童相談所

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 国庫支出金 1,833

1,900

1,420 15,356

事務事業名 里親支援機関事業 予算額 6,261

2,435

1,251

2,564 2,368

前年度予算額 27,577

増減 754 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 29

　児童や家庭を取り巻く環境の変化により児童虐待をはじめ、少年非行、ひきこ
もり等、複雑、深刻化する児童問題に適切に対応するため、児童相談所等特別事
業(カウンセリング強化事業、24時間・365日体制強化事業、ひきこもり等児童福
祉対策事業等)を実施します。

一般財源 21,381

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/児童相談所

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 国庫支出金 6,921

事務事業名 児童相談等特別事業 予算額 28,331
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 -

＜主な事業＞

１　子どもがつくるまち事業の実施 ２　子ども・青少年フォーラムの開催

　子どもの自主性と社会参画意識を醸成するため、｢子 　多世代が集い、遊びや学びを通じて子ども・青少年を

どもがつくるまち事業｣を実施する。 取り巻く環境や問題について理解を深める場として、子

ども・青少年フォーラムを開催する。

３　どこでもキッズミュージアム事業の実施

　企業、ＮＰＯ、生涯学習団体、大学等が市内各所で実

施する子ども向けの遊び・学び事業の充実を図る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 16款

22款

-

＜主な事業＞

１　子育て支援センター(単独型)事業 ４　ブックスタート事業

　子育て親子の交流の場を提供し、育児相談等を実施す 　4～10か月の乳児を持つ保護者を対象に読み聞かせ方

る子育て支援センターの充実を図る。 等をアドバイスし、絵本をプレゼントする。

２　子育て支援総合事業 ５　子育てヘルパー派遣事業

　(1)　｢子育て応援ダイヤル｣の実施 　子育て家庭において、親が体調不良の場合等にヘルパ

　(2)　子育て応援ブックの発行 ーを派遣する。

　(3)　さいたま子育てＷＥＢの管理運営

６　子どもショートステイ事業 384

３　のびのびルーム事業 　小学生以下の子どもを養育している保護者が、一時的

　学校開校日の午前中に、放課後児童クラブを子育て親 に養育が困難となった場合、児童養護施設等で一定期間

子のつどいの場として開放する。 子どもを預かる。

25,933

152,538 4,754

15,912 2,257

前年度予算額 206,184

増減 △ 1,665 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 2,343

　親の子育ての負担感、不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを促進するた
めに、各種子育て支援事業を実施します。

一般財源 130,469

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費 国庫支出金 71,707

4,064 

8,000

事務事業名 子育て支援推進事業（子育て支援課） 予算額 204,519

　社会全体での子育て推進や子どもの社会参画意識の醸成のため、子ども・青少
年フォーラムや、子どもがつくるまち事業を実施します。
　子育て家庭におけるワーク・ライフ・バランスの推進を図るとともに、子ども
向けの遊び・学び活動や子育て支援活動の充実のため、どこでもキッズミュージ
アム事業を実施します。 前年度予算額 16,750

増減

一般財源 20,814

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費

予算額 20,814

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て企画課

事務事業名 子育て支援推進事業（子育て企画課）
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 14款

16款

-

＜主な事業＞

１　助産施設入所

　保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由で入院

助産を受けられない妊産婦を、助産施設に入所させ助産

の実施を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 16款

17款

22款

-

＜主な事業＞

１　ひとり親家庭相談業務 ３　ひとり親家庭就学支度金の支給

　母子家庭や父子家庭を対象にした生活相談等を実施す 　小学校又は中学校に入学予定の児童を養育している市

る。 町村民税非課税世帯のひとり親家庭の養育者に、入学準

備に必要な経費の一部を助成する。

２　ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業

　 ４　母子家庭高等技能訓練促進費等の支給

　ひとり親家庭の母又は父に対して就業相談を実施する 　母子家庭の母が一定の資格を取得するため、2年以上

ほか、就業支援講習会や養育費相談等を行う。 養成機関に通う場合、訓練促進費を支給する。また、平

成25年度から修学を開始した対象者に、高等技能訓練促

進費相当額を市単独事業の生活支援給付金として支給す

る。

7,949 6,775

16,499 94,592

前年度予算額 163,724

増減 △ 37,084 

＜事業の目的・内容＞ 県支出金 23,834

　ひとり親家庭等の生活基盤の一層の安定を図るため、母子及び寡婦福祉法等に
基づき、各種支援を行います。

諸収入 71

一般財源 75,214

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費 国庫支出金 27,521

0 

1,350

事務事業名 ひとり親家庭等福祉事業 予算額 126,640

　保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由で入院助産を受けられない妊産
婦を支援します。

一般財源 674

前年度予算額 1,350

増減

分担金及び負担金 1

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 675

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費

1,350

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

事務事業名 助産施設入所委託事業 予算額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 22款

-

＜主な事業＞

１　家庭児童相談業務

　家庭における子どものしつけや性格、生活習慣、言

語、発達、発育、学校生活、非行、児童虐待等の相談等

を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 16款

17款

-

＜主な事業＞

１　児童手当の支給

　中学校修了前の児童を養育している者に児童手当の支

給を行う。

△ 840,849 

　次代の社会を担う児童の健やかな育ちを支援するため、中学校修了前の児童を
養育している者に児童手当を支給します。

一般財源 3,156,635

前年度予算額 21,643,509

増減

国庫支出金 14,509,500

＜事業の目的・内容＞ 県支出金 3,136,525

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費

20,802,660

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

19,126

事務事業名 児童手当等給付事業 予算額

前年度予算額 19,163

増減 △ 37 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 19,034

　一般家庭における児童の諸問題について、市民からの相談に応じ、指導等を行
います。

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費 諸収入 92

事務事業名 家庭児童相談事業 予算額 19,126
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 16款

22款

-

＜主な事業＞

１　児童扶養手当の支給

　父母の離婚等により父又は母と生計を同じくしていな

い児童や、父又は母に一定の障害のある児童を養育して

いるひとり親家庭等に、児童扶養手当を支給する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 16款

22款

-

＜主な事業＞

１　ファミリー・サポート・センター運営事業

　育児の援助が必要な人と育児の援助を行いたい人を組

織化し、会員相互の援助活動を行うファミリー・サポー

ト・センターの運営を行う。

２　子育て緊急サポート事業

　会員の相互援助活動による｢緊急時の預かり｣、｢宿泊

を伴う預かり｣、｢病児の預かり｣等について、事業運営

の実績がある法人への委託により実施する。

26,834

9,763

前年度予算額 31,113

増減 5,484 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 70

　働く親たちが仕事と育児を両立できる環境を整備するとともに、会員相互の援
助活動による地域の子育て支援の推進を図ります。

一般財源 23,613

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費 国庫支出金 12,914

事務事業名 ファミリー・サポート・センター運営事業 予算額 36,597

前年度予算額 3,323,227

増減 28,183 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 1,792

　父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立
の促進に寄与するため、児童扶養手当を支給します。

一般財源 2,240,522

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費 国庫支出金 1,109,096

事務事業名 児童扶養手当事務事業 予算額 3,351,410
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 16款

-

＜主な事業＞

１　要保護児童対策地域協議会事業 491 ３　ハローエンゼル訪問事業

　児童虐待の発生予防から家族の再統合にいたるまでの 　地域の子育て支援経験者が子育て支援に関する情報の

切れ目のない総合的な支援を行うため、要保護児童対策 提供や子育てにかかる適切なアドバイスを行うことによ

地域協議会代表者会議、区会議などを開催し、関係機関 り、保護者が安心して子育てができる環境と乳児の健全

の連携強化を図る。 育成を図るとともに、乳児のいる家庭と地域社会をつな

ぐ最初の機会を提供する。

２　児童虐待防止啓発事業

　児童虐待を未然に防止するため、市報、ホームペー

ジ、インターネット(さいたま子育てＷＥＢ)などを通じ

ての広報啓発やオレンジリボンキャンペーンの実施な

ど、様々な機会を通して虐待防止の啓発を図る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 14款

15款

16款

-

＜主な事業＞

１　待機児童の解消 ４　指導員研修会の実施 398

　待機児童ゼロを目指し、年間360人の受入可能児童数 　指導員の専門性向上のため、市主催の研修会を実施す

を増員する。 る。

２　公設放課後児童クラブの運営

　指定管理者制度により、公設放課後児童クラブ74か所

の運営を行う。

３　民設放課後児童クラブ運営委託

　ＮＰＯ法人、社会福法人等との委託契約により、民設

放課後児童クラブの運営を行う。

　保護者が就労等により昼間家庭にいない児童に対して、公設・民設の放課後児
童クラブにおいて指導員の下、遊びや生活の場を提供することで、放課後等にお
ける児童の健全育成を図るとともに、保護者の仕事と子育ての両立を支援しま
す。

国庫支出金 262,000

714,477

967,979

前年度予算額 1,641,367

増減

分担金及び負担金 219,120

一般財源 1,224,556

64,314 

＜事業の目的・内容＞ 使用料及び手数料 5

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課

22,433

5,297

事務事業名 放課後児童健全育成事業 予算額 1,705,681

国庫支出金 9,060

△ 434 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 19,161

　児童虐待の発生予防から家族の再統合にいたるまでの切れ目のない支援を図り
ます。

前年度予算額 28,655

増減

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費

予算額 28,221

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

事務事業名 児童虐待防止対策事業
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 -

＜主な事業＞

１　特別支援学校放課後児童クラブ補助

　クラブの安定的な運営を図るため、人件費、家賃代等

クラブの運営費にかかる補助金を交付する。

２　保護者助成金 672

　特別支援学校放課後児童クラブに入室する児童の保護

者負担の軽減を図るため、生活保護受給世帯等に対し、

保護者負担の一部を助成する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 16款

-

＜主な事業＞

１　放課後チャレンジスクール運営業務

　放課後チャレンジスクールを103か所で実施する。

２　研修会の開催 112

　チャレンジスクールの教室コーディネーターや安全管

理員等に対し、研修会を行う。

85,155

前年度予算額 108,584

増減 △ 22,995 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 57,060

　放課後等に小学校の教室や体育館等を活用し、地域の方々の参画を得て、遊
び、スポーツ、文化活動、体験活動等を実施することにより、子どもたちが地域
社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進します。

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費 国庫支出金 28,529

△ 19,374 

19,586

事務事業名 放課後チャレンジスクール推進事業 予算額 85,589

　県内の特別支援学校等に通う障害のある児童の放課後や夏休み等の居場所の確
保及び集団生活による組織的な指導により、障害児の健全育成を図るため、特別
支援学校放課後児童クラブに対し、人件費等の運営費を助成します。

前年度予算額 39,632

民生費 児童福祉費 児童福祉費

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課

増減

一般財源 20,258

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ.

予算額 20,258事務事業名 特別支援学校放課後児童対策事業
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 14款

16款

-

＜主な事業＞

１　児童保護措置費 ４　審査支払委託事業 703

　入所措置、一時保護委託、里親委託後の入所児童処遇 　給付費及び医療費の審査事務費を、国保連合会と社会

費、職員処遇費、施設の運営管理の支弁する。 保険診療報酬支払基金に支払う。

２　障害児施設給付費

　障害児施設において受けた施設支援等に要する費用負

担を行う。

３　通信運搬事業 120

　インターネットを利用し、国保連合会と障害児施設給

付費等の手続を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 -

＜主な事業＞

１　児童自立支援総合対策事業

　措置した児童が安定して生活ができるよう埼玉県と協

議しながら施設へ補助している事業である。

　また、自立援助ホーム入所者に対して、自立を促すた

め、普通自動車免許取得等の資格取得の補助を行ってい

く。

前年度予算額 31,609

増減 0 

＜事業の目的・内容＞

　施設の特色、特徴を生かした運営を実現させるとともに、職員の保有する資格
(教員、心理等)を活用したきめ細やかな児童処遇を実施し、施設の専門性を高め
るとともに処遇の高度化を図り、家庭環境や家族の状況変化により、多様化して
いる児童の処遇や、施設機能を高め、児童の自立を支援します。

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/児童相談所

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費 一般財源 31,609

予算額 31,609

　児童養護施設等の入所措置若しくは一時保護委託した場合、又は、里親に委託
措置した場合に、措置委託後の養育費につき、児童福祉法第45条の最低基準を維
持するために要する入所児童処遇費、職員処遇費及び施設の維持管理費を支弁し
ます。

一般財源 818,269

1,426,783

144,732

事務事業名 児童自立支援総合対策事業

前年度予算額 1,690,514

増減

分担金及び負担金 3,967

△ 118,176 

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 750,102

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費

1,572,338

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/児童相談所

事務事業名 児童福祉施設入所措置等事業 予算額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 -

＜主な事業＞

１　母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計への繰出し

　母子寡婦福祉資金貸付事業に係る事務費に充当するた

め、繰出しを行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 3目 -

＜主な事業＞

１　基本・実施設計業務 ２　事業具体化調査

　(仮称)さいたま市子ども総合センターの整備に向け 　(仮称)さいたま市子ども総合センターを活用しやすい

て、設計業務を行う。 施設とするため、関係者へのアンケート・ヒアリングを

実施し、開設後実施するプログラム等を具体化し、設計

に反映させる調査業務を行う。

３　整備予定地調査・保守管理業務

　整備予定地の地質調査や維持管理業務を行う。

88,517 

　子ども・家庭をとりまく課題に総合的に取り組み、子ども・家庭、地域の子育
て機能を総合的に支援する、さいたま市らしさを生かした中核施設を整備しま
す。

前年度予算額 1,322

増減

一般財源 89,839

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費

89,839

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て企画課

3,719

事務事業名 （仮称）さいたま市子ども総合センター整備事業 予算額

前年度予算額 19,797

増減 △ 16,078 

＜事業の目的・内容＞

　母子寡婦福祉資金の貸付事業の実施に必要な財源を確保するため、母子寡婦福
祉資金貸付事業特別会計への繰出しを行います。

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費 一般財源 3,719

事務事業名 母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計繰出金 予算額 3,719

<継続費>

25
26
27
計

0 78,400 0 26,200

事 業 費
財 源 内 訳
国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

0

101,500

年度

43,900 0 32,900

64,300 0 0
104,600

212,800 0 111,300 0

64,300

0 11,000
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 14款

15款

16款

17款

-

＜主な事業＞

１　母子家庭世帯の保護と自立支援

　配偶者のいない女子とその監護すべき児童を入所させ

て保護するとともに、自立の促進のためにその生活を支

援する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 15款

16款

17款

-

＜主な事業＞

１　保護者のない児童等の養護及び自立支援

　保護者がいない児童、虐待されている児童、その他環

境上養護を要する乳児を除く児童を入所させ、これを養

護し、あわせてその自立を支援する。

△ 2,881 

201,454

　保護者がいない・養育能力がない等の家庭環境上の問題を抱える乳児を除いた1
歳から18歳未満の児童を保護・養育し、家庭復帰や社会的自立を支援する児童養
護施設の管理運営を行います。

県支出金 42,425

一般財源 101,366

前年度予算額 204,335

増減

使用料及び手数料 2

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 57,661

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費

201,454

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

91,919

事務事業名 児童養護施設等管理運営事業 予算額

前年度予算額 121,419

増減 △ 29,500 

＜事業の目的・内容＞ 使用料及び手数料 1

　配偶者のない女子とその監護すべき児童を入所させて保護する施設である母子
生活支援施設の管理運営を行います。

国庫支出金 19,124

県支出金 1,593

一般財源 71,174

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費 分担金及び負担金 27

事務事業名 母子生活支援施設管理運営事業 予算額 91,919
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 15款

16款

23款

-

＜主な事業＞

１　運営

　児童センター17か所の運営を委託する。

２　耐震補強設計

　向原児童センター耐震補強設計を行う。

３　児童センター施設修繕

　(1)　本郷児童センター空調機入れ替え修繕

　(2)　三橋児童センター各所塗装改修修繕

　(3)　天沼児童センター非常照明修繕

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 -

＜主な事業＞

１　児童センタ－事業用地除草作業 297

　東浦和地区児童センタ－事業用地除草作業を行う。

0 

　行政区に最低1館の設置を目標に、児童センターの整備を行うとともに、利用者
の利便性や行政区の面積、児童数などにも配慮し、児童センターを整備します。

前年度予算額 297

増減

一般財源 297

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費

予算額 297

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課

621,738

6,062

事務事業名 児童センター整備事業

前年度予算額 597,970

増減 43,893 

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 1,808

　児童が健全な遊びを通して、その健康を増進し、又は情操を豊かにすることを
目的とした児童センターの管理運営を行います。

市債 3,200

一般財源 636,838

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費 使用料及び手数料 17

事務事業名 児童センター管理運営事業 予算額 641,863
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 16款

23款

-

＜主な事業＞

１　辻放課後児童クラブ教室改修工事

　余裕教室を改修し、放課後児童クラブを整備する。

２　｢さいたま市放課後児童クラブ整備促進補助｣活用に

　よる施設整備の促進

　(1)　新設・分離　7か所分

　(2)　移転(耐震含む)　5か所分

　(3)　障害児対応施設修繕　3か所分

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 15款

16款

22款

-

＜主な事業＞

１　入所児童の処遇に係る運営事業

　入所児童の生活や学習の指導、心のケア等を行う。ま

た、児童の行動観察を行い処遇を決定する。

２　一時保護所の管理事業

　建物の維持管理のための修繕や委託、光熱水費等の支

払いを行う。

　棄児・家出児童などで宿所が無い場合や虐待・放任などの理由により児童を家
庭から一時的に引き離す必要があるときなど、緊急に保護を必要とする児童を一
時的に保護し、児童の心のケア等を行います。

諸収入 2,331

15,833

35,398

前年度予算額 48,130

増減

使用料及び手数料 12

一般財源 24,574

3,101 

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 24,314

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費

51,231

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/児童相談所

19,616

事務事業名 一時保護所管理運営事業 予算額

前年度予算額 322,089

増減 △ 255,204 

＜事業の目的・内容＞ 市債 26,300

　民設クラブの新設、移転、分離を促進することにより、待機児童の解消及び保
育環境の改善を図ります。

一般財源 33,586

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費 国庫支出金 6,999

事務事業名 放課後児童健全育成施設整備事業 予算額 66,885
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 17款

23款

-

＜主な事業＞

１　認可保育所の拡大(平成26年度増)

　(1)　新設整備(6施設)　定員480人

　(2)　増改築(2施設)　定員60人

　(3)　賃貸物件による賃借料補助(4施設)

<財源内訳>

２　独立行政法人福祉医療機構借入金に対する利子補助

　の推進

　(1)　新規6施設、既存23施設

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 16款

17款

-

＜主な事業＞

１　保護者等に対する助成事業

　(1)　幼稚園就園奨励費補助金

　(2)　園児教育費助成金

　(3)　被災幼児就園支援事業費補助金

<財源内訳>

1,837,7452,310,303 472,558 0 0

5,886

事業費 国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

一般財源 1,848,896

2,310,303

1,400,017

904,400

　幼稚園児をもつ保護者に対して助成することにより、保護者の教育費負担を軽
減し、幼児の幼稚園への就園を奨励します。

前年度予算額 2,330,399

増減 △ 8,945 

国庫支出金 466,672

＜事業の目的・内容＞ 県支出金 5,886

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費

予算額 2,321,454

局/部/課 子ども未来局/保育部/幼児政策課

94,822

4,465

事務事業名 幼稚園就園奨励事業

1,329,666 886,444 348,400 0

1,329,666

事業費 国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

前年度予算額 1,554,045

増減 △ 219,914 

＜事業の目的・内容＞ 市債 348,400

　保育を必要とする全ての児童が利用できるよう認可保育所整備を促進し、保育
所入所待機児童の解消を進めます。

一般財源 99,287

局/部/課 子ども未来局/保育部/幼児政策課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費 県支出金 886,444

予算額 1,334,131事務事業名 民間保育所等施設整備事業
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 -

＜主な事業＞

１　運営に対する助成事業

　(1)　私立幼稚園補助金

　(2)　私立幼稚園事務費交付金 407

　(3)　私立幼稚園預かり保育事業補助金

　(4)　私立幼稚園特別支援事業費補助金

　(5)　私立幼稚園園児健康管理費補助金

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 -

＜主な事業＞

１　(仮称)幼児教育有識者会議 306

　｢さいたま市幼児教育のあり方検討会議｣から提言され

た事項について、定期的に状況報告し、評価助言を受け

るための会議を設置する。

２　(仮称)子育て支援ご近所ネットワーク事業 785

　子どもと高齢者の施設が併設する｢のびのびプラザ大

宮｣の特色を生かし、地域レベルの子育て支援のネット

ワークを研究・実践する。

皆増 

　幼児の健やかな育成を図るため、｢さいたま市幼児教育のあり方検討会議｣から
の提言を踏まえ、より良い幼児教育に資する各種事業を実施します。

前年度予算額 0

増減

一般財源 1,091

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費

予算額 1,091

局/部/課 子ども未来局/保育部/幼児政策課

70,840

15,400

事務事業名 幼児教育推進事業

314,052

130,400

97,005

　私立幼稚園の運営等に対して助成することにより、私立幼稚園の教育環境の維
持・向上を図ります。

前年度予算額 331,847

増減 △ 16,195 

一般財源 315,652

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費

315,652

局/部/課 子ども未来局/保育部/幼児政策課

事務事業名 私立幼稚園助成事業 予算額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 14款

15款

16款

22款

-

＜主な事業＞

１　公立保育園の管理運営に関する事業 ２　公立保育所完全給食実施事業

　(1)　施設保守及び修繕事業 　　(3才以上児への主食の提供)

　(2)　職員研修事業 〈財源内訳〉

〈財源内訳〉

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 14款

16款

18款

22款

-

＜主な事業＞

１　私立保育園の運営に対する事業 ３　運営に対する助成事業

〈財源内訳〉 〈財源内訳〉

２　病児保育事業 　《認可保育所の拡大(平成25年度増)》

〈財源内訳〉 　(1)　認可保育所　146施設　12,983人

　　　(新規)　8施設　定員725人増

　　　(定員増)　4施設　定員117人増

764,108

70,110

9,293

一般財源

7,244,080

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 子ども未来局/保育部/保育課

事業費 国県支出金 地方債 その他

83,731 19,433 0 5,513

978 1,303,142

83,731

58,785

その他 一般財源

7,244,080 2,173,212 0 1,842,632 3,228,236 1,626,444 322,324 0

一般財源 事業費 国県支出金 地方債事業費 国県支出金 地方債 その他

8,192,524

増減 761,731 

1,626,444

国庫支出金 2,514,969

　民間保育所における、多様な保育ニーズに対応するため、また、保育内容の充
実を図るため運営支援を行います。

財産収入 978

諸収入 5,513

一般財源 4,590,163

前年度予算額

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費 分担金及び負担金 1,842,632

24,000 750

事務事業名 民間保育所等運営事業 予算額 8,954,255

2,788,532 15,974 0 2,008,450

一般財源 24,750 0 0事業費 国県支出金 地方債 その他

2,788,532 24,750

事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源

前年度予算額 3,301,146

増減 △ 487,864 

＜事業の目的・内容＞ 使用料及び手数料 41

　児童福祉法第24条に基づく保育の実施を行い、公立保育園の管理運営を行いま
す。

国庫支出金 15,974

諸収入 120,548

一般財源 764,858

局/部/課 子ども未来局/保育部/保育課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費 分担金及び負担金 1,911,861

事務事業名 保育所管理運営事業 予算額 2,813,282
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 16款

-

＜主な事業＞

１　提供された保育への委託事業

　(1)　ナーサリールーム事業

　(2)　家庭保育室事業

　(3)　地域型事業所内保育施設委託料

〈財源内訳〉

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 3目 22款

-

＜主な事業＞

１　施設に係る警備、清掃、設備保守等管理事業 【参考】完成予想図

　〈財源内訳〉

67,88491,547 0 0 23,663

91,547

事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源

前年度予算額 0

増減 皆増 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 67,884

　大宮駅西口第四土地区画整理事業地内の公共用地に整備した、保育・子育て支
援を主な目的とした複合施設｢のびのびプラザ大宮｣の管理業務を行います。

局/部/課 子ども未来局/保育部/保育課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費 諸収入 23,663

事務事業名 のびのびプラザ大宮管理運営調整事業 予算額 91,547

一般財源

2,275,874 120 0 0 2,275,754

事業費 国県支出金 地方債 その他

2,275,874

1,760,392

500,351

15,131

前年度予算額 2,181,110

増減 95,064 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 2,276,054

　認可外保育施設のうち、ナーサリールーム、家庭保育室として認定した施設に
対して助成を行います。また、地域型事業所内保育施設としての施設整備を承認
した施設に対して運営費の助成を行います。

局/部/課 子ども未来局/保育部/保育課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費 国庫支出金 120

事務事業名 認可外保育施設運営事業 予算額 2,276,174
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 4目 15款

22款

＜主な事業＞

１　施設等保守管理

　施設・設備等の保守、点検、管理に係る委託を行う。

２　施設内機器類の管理、賃借

　施設内で使用する機器類の管理、賃借を行う。

３　施設修繕

　施設内設備の適正な維持管理に要する修繕を行う。

４　光熱水費・通信運搬費等の管理

　施設で使用する光熱水費、通信運搬費の管理を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 4目 15款

＜主な事業＞

１　診療業務 ４　医薬品、医事関連消耗品

　診療のための医師の配置、診察・検査等に必要な物品 　医薬品、診療業務に必要な消耗品を購入する。

の調達等を行う。

２　診療に係る業務・機器管理委託

　医事業務(受付、会計等の業務)、産業廃棄物の処理、

医療用機器類の保守点検を行う。

３　医療機器等の賃借

　診療に必要な医療用機器類の賃貸借を行う。

7,892

19,292 9,214

26,033

　ひまわり学園内に設置されている診療所の運営を行います。

前年度予算額 70,283

増減 △ 5,649 

使用料及び手数料 64,634

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 障害児総合療育施設費

64,634

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/総務課

11,536

事務事業名 診療検査事業 予算額

13,736

39,347

11,688

　ひまわり学園の施設を適正に維持管理し、利用者に対して安全性と快適性を確
保します。

前年度予算額 71,821

増減 14,242 

使用料及び手数料 84,077

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 1,986

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 障害児総合療育施設費

86,063

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/総務課

事務事業名 障害児総合療育施設維持管理事業 予算額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 4目 15款

＜主な事業＞

１　外来療育の実施

　個別、集団的技法を用いた、理学・作業・言語聴覚の

各療法や心理指導による訓練、指導等を実施する。

２　療育講座の開催 165

　市内の幼稚園、保育園のほか、児童に関連する事業所

の職員を対象に開催する。

３　療育指導員の設置

　重症心身障害児の訪問指導、生活相談、家庭環境の調

整等を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 4目 14款

15款

19款

22款

＜主な事業＞

１　児童発達支援センターの運営

　(1)　児童発達支援センターに通う児童の状態に合わ

　　 せて、日常生活における基本動作の指導、独立自

　　 活に必要な知識技能の習得、集団生活への適応を

　　 目指した訓練及び医療の実施

　(2)　保育所等訪問支援及び障害児相談支援の実施

２　バスの運行、給食の提供

　(1)　児童発達支援センターに通う児童及び外来診療

　　 利用者の送迎バスの運行

　(2)　児童発達支援センターに通う児童に給食の提供

13,815

29,589

前年度予算額 33,093

増減 10,311 

＜事業の目的・内容＞ 使用料及び手数料 36,601

　児童発達支援センターに通う主として肢体不自由児、知的障害児、難聴幼児の
状態に合わせて、生活指導、保育指導、保護者支援等を行い、理学・作業・言語
の各療法や心理指導を交えての訓練等を行います。また、保育所等への訪問支援
や障害児相談支援を行います。

寄附金 10

諸収入 2,019

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/総務課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 障害児総合療育施設費 分担金及び負担金 4,774

予算額 43,404

　療育を計画的に実施するために、まず外来での療育を行い、必要に応じて通所
につなげます。また、肢体不自由児、知的障害児及び難聴言語障害児のほか、情
緒や行動の障害を抱えている子や幼稚園、保育園での不適応児など、当施設の機
能を発揮し、幅広い対応を行います。

2,167

2,235

事務事業名 児童発達支援センター運営事業

前年度予算額 4,480

増減

使用料及び手数料 5,422

942 

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 障害児総合療育施設費

5,422

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/総務課

事務事業名 外来療育事業 予算額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 4目 15款

＜主な事業＞

１　発達障害児に対する支援

　発達障害が疑われる児童・保護者に対する相談等の実

施、個別指導・外来グループ指導の実施、各区保健セン

ターが実施する親子教室への協力、保育園・幼稚園等へ

多職種の専門職員を派遣し指導上の情報の提供、特別支

援教育相談センターとの連携等を行う。

２　音楽療法 240

　コミュニケーション障害、適応障害がある発達障害児

に対し、音楽を媒体としたコミュニケーションを促す療

法を実施する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 4目 15款

22款

＜主な事業＞

１　施設等保守管理

　施設・設備等の保守、点検、管理に係る委託を行う。

２　施設内機器類の管理、賃借 964

　施設内で使用する機器類の管理、賃借を行う。

３　光熱水費・通信運搬費の管理

　施設で使用する光熱水費、通信運搬費の管理を行う。

17,777

9,730

前年度予算額 32,260

増減 752 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 190

　療育センターさくら草の円滑かつ効果的な管理運営を図り、利用者に対する安
全と快適性を確保するための施設維持管理を行います。

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/療育センターさくら草

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 障害児総合療育施設費 使用料及び手数料 32,822

124 

13,862

事務事業名 療育センター維持管理事業 予算額 33,012

　発達障害のある幼児及び児童が地域生活を円滑に送れるようにするため、発達
障害児の診断・検査、発達支援等を実施し、有効的な支援体制、支援方法等を関
係者に普及することを目的とします。

前年度予算額 13,978

増減

使用料及び手数料 14,102

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 障害児総合療育施設費

予算額 14,102

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/総務課

事務事業名 発達障害児支援事業
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 4目 15款

＜主な事業＞

１　診療業務に係る経費 ４　医薬品、医事関連消耗品

　医師の配置、診察・検査等に必要な物品の調達等を行 　医薬品、診療業務に必要な消耗品を購入する。

う。

２　診療に付随する業務・機器管理委託

　感染症廃棄物の処理、医療機器類の保守点検に係る委

託を行う。

３　医療機器等の賃借

　診療に必要な医療用機器類の賃貸借を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 4目 15款

＜主な事業＞

１　個別及び集団的技法を用いた訓練指導

　理学療法・作業療法・言語聴覚療法による訓練や心理

指導を行う。

２　家族支援及び保育園・幼稚園を含めた地域への支援

　職員の派遣や研修等による家族や保育園等への地域療

育を行う。

△ 2,069 

　さいたま市南部における障害児療育の拠点施設として、障害児の早期療育や家
族支援を行い、併せて職員の派遣や研修等による家族や保育園等への地域支援を
行います。

前年度予算額 3,786

増減

使用料及び手数料 1,717

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 障害児総合療育施設費

1,717

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/療育センターさくら草

2,061

事務事業名 療育センター外来・地域療育事業 予算額

20,337 2,106

1,216

　障害児の傷病等の症状改善、障害児や保護者の福祉の増進及び療育体制の充実
を図るものです。

前年度予算額 23,322

増減 4,244 

使用料及び手数料 27,566

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 障害児総合療育施設費

予算額 27,566

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/療育センターさくら草

事務事業名 療育センター診療所運営事業
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

117 3款 4項 4目 14款

15款

22款

-

＜主な事業＞

１　児童発達支援センター運営委託 ３　給食の提供

　(1)　児童発達支援センターに通う児童の全体的な発 　児童発達支援センターに通う児童に給食の提供を行

　　 達を促すために、発達段階に応じた集団や個別で う。

　　 の活動を行い、家族支援も含めた援助を行う。

　(2)　保育所等訪問支援及び障害児相談支援の実施

２　送迎バスの運行委託

　児童発達支援センターに通う児童の送迎バスの運行を

行う。

（特別会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

1款

2款

3款

＜主な事業＞

[1款:母子寡婦福祉資金貸付事業費]

　(1)　母子寡婦福祉資金の貸付け・償還

　　 ・子どもの修学資金などの貸付けを行う。

　　 ・返済対象者についての償還指導を行う。

　(2)　公債管理特別会計への繰出し

　　 国への剰余金償還のため、繰出金の支出を行う。

事務事業名 療育センター児童発達支援センター運営事業 予算額 165,815

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/療育センターさくら草

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 障害児総合療育施設費 分担金及び負担金 4,540

＜事業の目的・内容＞ 使用料及び手数料 63,353

　児童発達支援センターに通う児童の状態に合わせて、生活指導、保育指導、保
護者支援等を行います。また、保育所等への訪問支援や障害児相談支援を実施し
ます。

諸収入 1,456

一般財源 96,466

前年度予算額 171,172

増減 △ 5,357 

会計名 母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 予算額 44,000

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援課

予算書Ｐ. 341 繰入金 3,719

＜事業の目的・内容＞ 繰越金 11,213

　経済的に厳しい状況にある母子家庭及び寡婦家庭の経済的自立と生活意欲の助
長を図るため、各種資金の貸付けを行います。

諸収入 29,068

前年度予算額 64,000

増減 △ 20,000 

39,102

4,898
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